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ɾ৽ܕίϩφ΢イルスײછ঱や緊急事ଶએݴのରࡦのたΊ、ࡏ୐ۈ務をر๬͢
Δ৬һのχーズにԠえΒΕΔڥ؀੔උが急務ͩった
ɾテレワークͰのΦϯϥイϯձٞがར༻Ͱ͖ΔΑ͏になったが、音声マイクがར
༻Ͱ͖ないなどシステム্の制໿があった
ɾி಺ωοトワークにೖΔに͸、ۀ務ύιίϯ、ࣗ୐のࢲ༻ύιίϯのͦΕͧΕ
にઃఆがඞཁなたΊ、৬һ͔Βの໰い߹ΘͤରԠͰෛՙが૿େͯ͠いた

ɾ全職員にWrapのエージェントを഑෍し、職員のر๬に応じてテレワーク、
リモートワークが行͑るڥ؀をఏڙ
ɾԻ੠Ϛイクの利用もؚめてオンライン会議΁のࢀ加も໰୊なく実ࢪできるよ

͏になり、テレワークをબ୒͢る機会が૿加
ɾ業務パソコンを࣋ͪؼり、ࣗ୐のネットワークに઀ଓ͢るだ͚でி内ネット

ワークにつながり、ி内とಉじڥ؀での業務が実現

市原市では「行政事務のデジタル変革（DX）による生産性の向上」を掲げ、職員が場所と時間にとらわれずに能
力を発揮できる柔軟な働き方を推進。その手段の1つとしてユニアデックスのクラウド型ネットワークサービス
Wrapを職員、約1,700名に導入。職員の利便性を落とさず利用できる、高品質・高セキュリティーのサービ
スであることなどが評価された。テレワークによるワークライフバランスの向上や、現場や出張先での事務処理、
災害時の避難場所業務など、さまざまな場面でWrapの活用が見込まれている。

行政事務のDXを目指して全職員を対象にWrapを導入
テレワークやリモートワークなど柔軟で効率的な働き方を推進

◎お客さまの情報

所在地：千葉県市原市国分寺台中央
　　　  1丁目1番地1
人口：267,950人（2024年5月1日現在）
職員数：2,037名（2023年4月1日現在）
URL：https://www.city.ichihara.chiba.jp/

千葉県のほぼ中央に位置し、県内で最も広い
市域を有する。北部には石油化学工業をはじ
めとするコンビナート群が広がり、南部は養老
渓谷に代表される水と緑豊かな里山の風景が
広がるなど、エリアによって異なる表情を見せ
る。里山を背景に小湊鐵道が走る姿が多くの
人を惹きつけているほか、2020年1月には約
77万年前の地磁気逆転現象が世界中で最も
よく観察できる場所として養老川流域田淵の
地層が国際基準となり注目を集めた。

※記載の会社名、製品名は、各社の商標または登録商標です。 ※自治体・企業・人物名は、取材制作時点のものです。
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事例のポイント

クラウド型ネットワークサービスWrap導入事例



経緯
行政サービスと行政事務の
一体的なデジタル改革を推進

市原市では「行政サービスのDXによる市民生活の向上」「行政事務のDXによる生
産性の向上」「セキュリティーの強靭性と利便性の両立による安全な行政サービスの
提供」の3つを情報化推進の基本政策に掲げる。その取り組みについて情報政策課 
課長の中田直樹氏は次のように話す。

　「『市民サービスをDXで、もっと前へ』『仕事の生産性をDXで、もっと前へ』の2つ
の視点から、市民との接点である窓口業務などのフロントオフィスと、行政内部の事
務処理などのバックオフィスの一体的なデジタル改革を推進しています」

　市民サービスでは、例えば、電子親子手帳サービスや学校連絡サービスなどの子
育て世代を対象としたサービスを展開し、行政がより近くに市民に寄り添える施策を
進めている。職員の業務環境では、場所と時間にとらわれない働き方を推進。子育
てや介護など職員個々の事情に応じたワークライフバランスの向上など、テレワーク
環境の整備をはじめ、庁内ネットワークの無線化、会議のデジタル化、クラウドサー
ビスの活用などを通じ、職員がどこでも働きやすい環境の提供を目指している。

　クラウドサービスの活用では2020年度にMicrosoft 365を導入。その狙いにつ
いて情報政策課 副主査の木内貴大氏は、「オンプレミスで構築・運用していたファイ
ルサーバーなどの更改時期にあたり、テレワークやリモートワークといった新しい働
き方を視野にクラウドサービスの活用を検討してきました」と振り返る。新型コロナウ
イルス感染症の感染拡大防止策としてテレワークの有効活用が推奨されていた時期で、
当時の状況を情報政策課 課長補佐の小田知弘氏は次のように話す。

　「所属部署によって事情は異なりますが、私が以前所属していた部署では、感染拡
大防止策として半数が在宅勤務、半数が庁内勤務のローテーションを組んでいました。
また、密にならないように庁内の会議室を執務室として利用するなど分散勤務を行っ
ていました。コロナ感染防止対策として在宅勤務を始めたが、当初はパソコンを利用
したテレワークの仕組みがありませんでした」

プロセス
同時接続数の制限や音声マイクが使えないなどの
課題があった従来のテレワークシステム

市原市役所は在宅勤務や分散勤務を実施する一方、当時は事業予算もなく急務
であったことから、自治体向けの実証実験に参加し、2020年11月から職員のテレワー
クの仕組みとして利用を開始した。このシステムは、自治体の職員が自宅のパソコン
からLGWAN-ASPを経由して自治体庁内にあるLGWAN接続系の業務パソコンに
リモートアクセスする。このシステムの利用によってテレワークが可能になったものの、
さまざまな制約があったという。

市役所でもクラウドサービスを積極的に
活用する時代を迎えています。Wrapは
さまざまな付加機能、例えばクラウドと
の直接接続が可能な複数拠点接続オプ
ションや、インターネットブレークアウト
などのオプション機能をニーズに応じて
追加、拡張できるのでありがたい。サー
ビスを導入して終わりではありませんから。

Wrapの導入後はオンライン会議がス
ムーズに行えるようになるなど、より快適
にテレワークができるようになりました。
通勤時間がないので効率的、計画的に
仕事が行えます。時間と場所にしばられ
ない働き方により、育児や介護など職員
の個々の事情に応じたワークライフバラ
ンスへの対応も効果的に行えると期待し
ています。

サービスを導入して終わりではない。
ニーズに応じて追加できる
オプション機能にも期待

オンライン会議など
テレワークの制約がなくなり
ワークライフバランスなど
柔軟な働き方を実現

市原市 総務部
情報政策課

課長
中田 直樹 氏

市原市 総務部
情報政策課
課長補佐

小田 知弘 氏

◎お客さまの声

クラウド型ネットワークサービスWrap導入事例



　その制約について、情報政策課 主任の舘野優二氏は「庁内の業務パソコンと自宅
の私用パソコンのそれぞれに設定が必要で、在宅勤務の職員から設定方法が分から
ないといった問い合わせが数多く寄せられました」と運用面の課題を挙げる。

　また、情報政策課 副主査の石井孝幸氏はユーザーの立場から当時の状況を「テレ
ワークができる環境が整ったものの、音声マイクが使えませんでした。そのため、オ
ンライン会議を行っても十分なコミュニケーションが図れないこともありました」と説
明する。さらに、テレワークシステムにログインする際、セキュリティー対策とはいえ、
何度もパスワードの入力が求められるなど、使い勝手にも制約があった。同時接続
数にも制限があり、在宅勤務でテレワークを希望する職員の人数を前日までに部署
内で調整する必要があった。テレワーク実施時も、部署に連絡してリモートアクセス
で利用する庁内の業務パソコンの電源を入れてもらう必要があるなど、業務効率の
観点でも課題があったという。

　従来のシステムに代わるテレワークのソリューションを探していたところ、ユニアデッ
クスからWrapの紹介資料が届き、続けて営業担当者から電話連絡があった。感じ
ている課題を伝えたところ、「解決につながるサービスであるとの説明や、事前検証
の提案をいただき、概念実証（PoC：Proof of Concept）を実施することになっ
たのです」（木内氏）。PoCは、2023年1月から情報政策課とテレワーク実施率の
高い部署の職員、管理職など約200人を対象に実施。2023年4月からは全職員を
対象に実施した。当時ユーザーとしてPoCに参加した石井氏は、「使いやすく衝撃
的でした。自宅でも庁内と同等の環境で仕事ができます。他の職員にも利用を勧め
たくなるほど使い勝手がよかったことが印象的でした」と評価する。情報政策課が実
施したアンケート調査でも評価が高く、2023年8月にWrapの導入を決定、2024
年4月から本運用を開始した。

能登半島地震の際に、職員はWrapエー
ジェントがインストールされた業務パソコ
ンを持参し、現地の災害用Wi-Fiを使っ
て庁内と連絡を取り合ったと聞いていま
す。市原市は、災害時に市内の小中学
校などを避難場所と決めており、現場で
の職員のスムーズな緊急対応が可能に
なるとみています。

災害時にWrapと業務パソコンを
用いて避難場所など現場での
緊急対応が可能

市原市 総務部
情報政策課
副主査

石井 孝幸 氏

◎お客さまの声

クラウドならではの機能拡張

避難場所／公民館

LTE over IP
専用ポータルサイト

庁内

クラウド型ネットワークサービス

プライベートクラウド

その他
拠点のサイトへ

自宅／出張先

ニーズに応じた段階的な機能拡張が可能
変化し続ける自治体のネットワークにも柔軟に対応

クラウドでのネットワーク制御
常時庁内環境と接続することで庁内システムに直接接続
不測の事態には専用ポータルサイトで通信機能を停止

場所を問わない接続
あらゆる環境からSIM認証＆LTE暗号化を実現
Wrapクラウドには自動的に接続

✓
✓

✓
✓

✓
✓

◎市原市でのWrap導入イメージ
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効果・今後
テレワーク、出張時のリモートワークに加え
災害などの緊急時にもスムーズに情報共有

　中田氏は導入に向けたテレワークシステムの要件を、「私用パソコンではなく業務パ
ソコンがそのまま使えること、安定した通信が可能なこと、セキュリティーが論理的に
説明できること、全職員がテレワークできる仕組みであることを重視しました」と説明
する。そして「Wrapはそのすべてをクリアしていました」という。

　情報政策課では職員約1,700名の業務パソコンにWrapエージェントを配布。業務
パソコンの庁外持ち出しは事前の申請・許可こそ必要だが、「自宅のネットワークに接
続すれば、そのまま庁内ネットワークにログインできます。以前のように設定方法が
分からないといった問い合わせもなくなりました」と舘野氏はWrapの導入効果を話す。
テレワーク時のオンライン会議への参加も問題なく実施できるようになったことから、
対面での開催にしばられることがなくなり、オンライン会議を開催する機会が増えたと
いう。

　中田氏は「出張先でも稟議の決裁が行えるなど、業務のスピードアップが可能です」
とWrapによるリモートワークの活用法を述べる。また、コミュニティーセンターなど
で行われるイベントの際、従来は外部持ち出し専用パソコンを利用したり、紙の資料
を持参したりしていたが、Wrap導入後は職員自身の業務パソコンをイベント会場に
持ち込み、画面を見ながら市民に説明することができるようになった。

　令和6年能登半島地震の支援の際には職員が自身の業務パソコンを持参し、庁内と
の連絡に活用。中田氏はWrapの活用法として、「平時におけるテレワークだけでなく、
災害などの緊急応対の際、庁内ネットワークが整備されていない場所でもWrapであ
れば庁内と接続でき、円滑な情報共有など活用の場が広がるでしょう」と期待を寄せる。

　クラウド型ネットワークサービスならではのWrapの活用法も今後の検討項目だ。
現在はテレワーク中にMicrosoft Teamsなどのクラウドサービスを利用する際、庁
内のインターネット接続系を経由している。それをWrapクラウドから直接インターネッ
トに接続するWrapの「インターネットブレークアウト」オプションの導入を検討中だ
という。また、「クラウドサービスの検証時に接続回線を検討していた際、ユニアデッ
クスに複数拠点接続オプションを提案していただき、クラウド接続もWrap環境の中
で実現できることを検証、確認しました」（木内氏）。市原市役所では今後のネットワー
ク全体構想の計画や、さらなるクラウドの活用に必要な支援をユニアデックスに相談
しながら、「仕事の生産性をDXで、もっと前へ」を進めていく考えだ。

Wrapは使いやすいと職員に好評ですが、
まれにテレワーク中の職員から「システム
につながらない」といった問い合わせがあ
ります。その際、専用ポータルサイトか
らユニアデックスに依頼して原因を解析
してもらいます。こうした対応も親身になっ
て行ってくれるので、とてもありがたいと
感じています。

Wrapエージェントのログを取得し
専用ポータルサイトから解析を依頼

市原市 総務部
情報政策課
主任
舘野 優二 氏

「どうしてWrapなの?」と聞かれたら、「ユ
ニアデックスのサービスだから」と答えま
す。それくらい、PoCの提案から導入時、
導入後のサポートまで、ユニアデックス
の担当者は皆さん、丁寧に対応していた
だいています。Wrapの他にも、庁内
ネットワークの更新などで今後も的確な
アドバイスを期待しています。

Wrap導入の決め手は
「ユニアデックスのサービスだから」

市原市 総務部
情報政策課
副主査
木内 貴大 氏

◎お客さまの声

クラウド型ネットワークサービスWrap導入事例




